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アブストラクト

障拝者i'!立支援法における就労文援の質のII1]1-に伴う工賃アップは不可欠な課題である。そこで

精神障害者社会復帰施設協会に属するすべての就労関連事業所に対し就労移行の状況を把握する

ためのアンケ}ト調資を行った。その結果，平均工賃は，授産施設で251円，福祉工場で624円，就

労継続支援B型は2031'1. B型と就労移行支援を行っている所では181円であった。法制度，支援者

の質，雇用環境などについて不十分な事柄が指摘され，職場開拓に係るノウハウが脆弱であること

がわかった。

キーワード'障f写者i'!立支援法，就労支援. 1:賃，職場開拓

1 はじめに

干成18年10)]に施行された障害者自立支援法

による障害福祉サービスの質の向卜.は，利用者

の満足度を向 1-.することに直結する。それは，

福祉サービスの根幹に据えられるべき課題であ

るが，ことに新体系事業がH指すサービス機能

の明確化は，サービス内容とその質に規定され

るといってよい。それは，新体系事業による

サービスの在り方ないし方向性を問うものであ

り，改革のグランドデザインに示された方向性

色障害者向立支援法による新体系事業がどの

ようなサービス内谷を持って実体化されること

が大事なことなのかを問う作業の必要性を示し

ている。

その作業に不可欠な課題は，障害福祉サービ

スの媒介となるプログラムの設定と，その活用

成果に係わる評価の在り方である。特に，就労

支援サービスは地域の就労環境との関連におい

て，その成果が見込まれると予測される。すな

わち，利用者ニーズに合致した就労サービスが，

その利用によって社会経済活動への参加を促進

するものとなることであり，付加すべき課題は

就労を継続的に支援する事業所利用に係わる満

足度を高めるために重要な要素となる工賃の高

額化が図れる環境の形成である。

ここで得られた成果は，サービス利用に伴う

成果へと直結しその成果を情報開示すること

で事業者間の質のIbjLを促しつつ，市民レベル

で障害者就労支援に係わる理解を深めさせ，障

害者就労支援を良)j向に循環させることが求め

られるといえよう。それは少なからずサービス

利用によって障害者の地域移行が促進され，地

域社会での暮らしを維持する環境が整うことを

意味する。併せて，地域理解の促進は，地域の

支援機能を充実させ，地域社会の経済活動など

による支援を受けながら新体系事業における地

域移行支援および工賃アップといった命題に近

づくことをnJ能にする。

このことを明らかにして行くには，サービス
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提供機関がサービスに係わるコンセプトを持ち，

サービスの質と量を高めるための連携などを通

じて，利用者にとって最も効果的施設環境およ

び地域環境を形成する努力がなされているのか

どうかを検証する作業が必要となる O その具体

的課題が多様なニーズに対応する支援プログラ

ムの提供実態を把握することである。また，そ

のサービス事業者が事業者を取り巻く社会資源

の活用， とりわけ企業を含めた関係機関および

近隣社会との連携がうまく進められ，利用者

ニーズに沿って活用されているのかなどといっ

たことである。

本研究の目的は，就労支援事業の利用者満足

度を高めるサービス提供のありょうを求めるた

めに，利用者の満足度を向上させる上で欠かせ

ない高工賃提供につながるベクトルと雇用支援

を軸に，就労支援の質の向上と工賃アップに係

わる課題を見いだすことである。

2 研究方法

精神障害者社会復帰施設協会に属するすべて

の就労関連事業所に対し就労支援の現状を新

体系事業が求める工賃アップとの関連で質問紙

による調査を行うことにした。障害者自立支援

調査研究プロジェクト立場からすれば，障害者

自立支援法による新体系事業への移行事業者を

対象とすべきだが，精神障害者社会復帰施設の

内，就労支援を担っている施設への全数調査を

実施した。全数調査は，新体系事業への移行状

況が不明確なためであり，新体系事業との関連

で調査することで，新体系事業への移行状況把

握と移行可能性が把握できるのではないかと予

測したためである。この調査によって高工賃を

支給している事業所の中から，事業コンセプト

や企業との連携，地域との連携および地域特性

などを勘案して選定した事業所の中から事業概

要，高工賃を可能にしている要因，利用者に対

する配慮事項とその効果，就労継続支援事業の

効果的プログラムに関する意見などについての

検証を試みようとした。

~ 4 

1. 調査対象者

全国精神障害者社会復帰施設協会会員を軸

に，就労支援系の新体系サービス事業に取り組

んでいる施設・事業所を対象とした。

2. 調査方法

FAXによる郵送調査

新体型事業への移行状態が把握できないため

本協会加盟の全施設に質問紙を郵送しその対象

施設から回答を得る方法をとった。

3. 調査期間

2008年10月 24 日 ~11月 7 日

4. 回収率

264箇所の施設・事業所に送付し103箇所から

回答を得た。

回収率39，0%

3結果

調査対象は，全国精神障害者社会復帰施設協

会に加盟する事業所の内，就労支援に係わる日

中活動を担う事業所(施設)に対して調査票を

送付した。そのうち，新体系事業に移行ないし

移行への取り組みを行っているとみなされる264

箇所中103箇所の事業所から回答を得た。この

回答数は前年度に行った新体系事業への移行状

況および移行準備施設・事業所の数値(前年度

回答施設105箇所=平成18年度厚労省社会復帰

促進研究等事業:主任研究者，新保祐元)とほ

ぼ一致し現時点で新体系事業に移行および移

行準備をしている就労支援系社会復帰施設は，

その総数対比で2008年11月現在約40%といえ

る。

1. 基本属性

実施している事業および利用定員について尋

ねたところ次のような白昼を得た吋複数回答)。

(1)授産施設の利用定員

授産施設の利用定員について67箇所から回答

があった。最も多いところは 120人」の34箇所

(50，7%)であり，次いで， 130人jの14箇所

(20，9%)， 119人」の 7箇所(10，4%) と続い
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(2)福祉工場の利用定員

福祉工場の利則定員は， 1筒所の 130人」で

あった。

(3)就労継続支援A型の利用定員

就労継続支援A型の利用定員は， 1箇所の

110人」であった。

(4)就労継続支援B型の利用定員

就労継続支援B型の利用定員について35箇所

から回答を得た。最も多い利用定員は 120人」

の12箇所 (34.3%)であり，次いで， 110人j

の7箇所 (20.0%)，114人J，115人J，130人」

の3筒所 (8.6%)と続いた。

(5)就労移行支援の利用定員

就労移行支援の利用定員について20箇所から

Iwl答があった。最も多い利用定員は 16人jの

7筒所 (35.0%)であり，次いで， 112人」の

7箇所 (20.0%)，110人」の3箇所(15.0%)

と続いた。
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利m者の平均時給額 (2006年度の平均)につ
いて尋ねたところ95箇所の施設・事業所から!日l

答を得た。そのなかで 1101-150Jが最も多く

22箇所 (23.2%)であった。ぬいで， 1151-

200Jの21箇所 (22.1%に1201-250Jの14筒所

(14.7%)，1151-200Jの11筒所(11.6%)と続

j 全体の71.6%を占めている。なお，最も低

いのは 10-50Jであり，最も高いのは 1751

-800Jであった。

回答した事業および利用定員別で見てみると

以下の通りであった。ただし複数回答で、求め

ているため，あくまで目安の数字である。

a.授産施設

|日|答を得た67件のうち64件の平均は，約

251. 4円であった。残り 3件は， 1軽作部:平均

65円/時喫茶部:平均294.1円/時，清掃部・

平均10，543.4円/月J，13，100円/月J，IJ111;1"11答」

であった。

b.福祉工場

l件で624.6円であったo

C. 就労継続支援A型・就労継続支援B型

就労継続支援A型および就労継続支援B型を

実施している 1件は300円を支給していた。

d.就労継続支援B型

回答を得た14件のうち 11件の平均は，約

203.9円であった。ダ走り 3件は， 11，500円/月J，

「内職事業:160円/時，宅配弁当事業:180円/

時J，J無凶答」であった。
e.就労継続B型・就労移行支援

同答を得た20件のうち18件の平均は，約

181. 1円で、あった。残り 2件は， 1270円 (2005年

度は430円/時，転職者が多数出ると，平均T賃

が下がりますJ，1出来高制」という回答であっ

た。

(2)事業内容

事業内符について，事業別に11本標準産業分

類の項Hで大きく分類すると以下の通りであっ

た(一部抜粋)。

a.授産施設

・農業関係

農業，花苗生産，野菜生産，植木の勢定，

果樹|京1.椎茸栽培，造皆|作業，除草作業

.製造業関係

刺繍製品作成，自主製品(縫製・編み物・

木工等)，工業部品加工・検査・組立， 白

主製品製造販売，野菜販売，製菓製造・販

売，パン製造・販売，製麺製造，手芸製

品，木丁牟製品製造・販売，手作り石けん製

造，みやげ品加工，工業製品製造，ポリ袋

製袋加 r
-卸売・小売業関係

喫茶fι 軽食， リサイクルショップ
.サービス業関係

清掃，商品の袋詰め・仕分，消耗品の計

量・梱包，資源|口l収作業，箱折作業，シー

ル貼り，電子基盤組立，会議資料のホッチ

キスfliめ，名刺印刷，洗車，お茶の袋詰め，

配食サービス，クリーニング，資源回収作

5 
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業，食器洗い，パソコン教室，木工陶芸教

室

・運輸業関係

メール便配達，ポステイング，宅配サービ

ス

b.福祉工場

-製造業関係

コンクリート部品(スベーサー)製造

C. 就労継続支援A型・就労継続支援B型

-製造業関係

パン製造

・サービス業関係

洗車，クリーニング

d.就労継続支援B型

-農業

農業

・製造業関係

箱折，工業部品加工・検査・組立，パン製

造・販売等，草細工製造

・運輸関係

メール便配達，宅配サービス

・サービス業

清掃，草刈，樹木手入れ，古紙等の分別，

名刺印刷，パンフ印刷，箱折作業， 自主製

品製造販売， リサイクル回収作業，商品の

袋詰め・仕分等

e.就労継続支援B型・就労移行支援

-農業

花苗，野菜生産，園芸生産，除草作業

.製造業関係

工業部品加工・検査・組立，パン製造・販

売，製菓製造・販売，木工製品製造・販

売，工業製品製造，革細工製造，箱折

・運輸関係

宅配サービス

.サービス業

清掃リサイクル回収作業，クリーニング

(3)事業コンセプト

事業コンセプトについては，(D環境保護， ~' 

健康志向，つむ官公需，④委託事業，⑤リサイク

6 

ル，⑥地産地消，⑦オーガニック⑧自主事

業，⑤起業，⑩高級品志向，⑪その他の中から

複数回答で選択を求めた。その結果，委託事業

を実施している事業所が28.8%，自主事業

21. 8%，リサイクル事業13.0%，健康志向事業

9.1 %，地消地産事業8.0%，以下環境保護，官

公需の)1¥貢であり，官公需はおよそ0.8%に過ぎな

かった。こうした実態は企業との連携にも顕著

に表れ，事業の委託および請負契約等が全体の

70%を占め，企業内訓練ないし企業内授産が続

j 企業からのコンサルテーションはわずか2

件にとどまった。

(4)企業との連携

企業との連携状況として，①事業の委託およ

び請負契約等，②企業内訓練(企業内授産)， 

③企業からのコンサルテーション，④企業から

の技術支援，⑤その他で回答を求めた(複数回

答)。その結果， I①事業の委託および請負契約

等」が最も多く 82件であり，全体の 7割を委

託・請負契約等が占めていた。次いで， I②企業

内訓練(企業内授産)J21件， I④企業からの技

術支援J8件と続いた。

(5)利用者への配慮

利用者への配慮も自由記述としたところ，去

就労環境に関する配慮，密出勤日数や利用時間

の設定などに関する配慮，③個別状況に照らし

た作業工程の設定や個別支援計画による対応，

④作業のマニュアル化や雇用に向けた支援プロ

グラムおよび就労支援機関との連携，⑤定期的

な相談支援および職場定着に係わる相談支援な

と多様な支援が展開されていた。

(6)就労移行支援に係わる評価方法

就労移行支援に係わる評価方法は，回答を得

た66施設のうち能力評価を実施している施設が

38施設， していない施設が2-8施設ぞ、あった。評

価を行っている施設のうち「就労移行支援のた

めのチェックリスト」を使用しているが15箇所，

ワークパーソナリティ評価票を用いている施設

もあり，評価を行っていないとする施設でも，

ハローワークや地域職業センターを利用して職
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業評価を受けるなど，職業評価に関する関心は

高い。また，就労支援に関する具体的プログラ

ムの中で雇用に向けた支援が，作業ツールだけ

でなく行われていたo 17Uえ'ば. SSTゃロールプ

レイを含む就労準備の支援プログラムなどであ

る。それは，関係団体との関係でも，障害者職

業センター，就労・'+'活支援センター，ハロー

ワークなどとの連携が実践されていることで理

解できる。

(7)職場定着に係わるフォローアップ

職場定着に係わるフォローアップについだは，

定期的な職場訪問，ジョブコーチの活用，障害

者職業センターをはじめとする関係機関との連

携，あるいは利用者の希望による而談など多様

な取り組みが行われていた。多様な取りキHみと
は職場との関連だけでなく，憩いの場の活用や

施設のレクリエーション行事に誘うなど，働く

ことの継続にlilJけた余暇活動への対応などが見

られたことである。そこで，これまで見てきた

アンケート結果による精神障害者就労支援の成

果について聞いてみた。対象を平成18年度中に

鴎って雇用に結びついた実績は. 1年間で 1人

が20施設と最も多かった。以ド. 0人と 2人が

11施設. 3人が7施設. 5人が 6施設の順で

あった。就労支援を実施して行くにあたり，今

後のi課題を自由記述で尋ねたと主ろ，①精神障

害者に理解ある雇用機会の拡大，②施設外支援

などの具体的課題を合めた法制度の拡充.0)支
援者の量(マンパワーの不足).④支援者の質，

⑤雇用環境の改普，⑥職場開拓，⑦利用者を取

り巻く環境支援と就労支援の充実などが主要な

課題として取り上げられた。

4 考 察

1. 主体性を育む就労支援

本調夜の目的は，授産施設，福祉て場，就労

継続支援事業A型，就労継続支援B型，就労移

行支援を行っている施設・事業所に対して，就

都市部.商業地域，工業地域，山間部，農・漁

村なと地理的.経済的環境の相違により，そ

の内容は異なっていることがわかった。例えば，

授産施設の平均時給額は約251.4円，福祉工場

は約624.6円，就労継続支援A型および就労継

続支援B型は300円，就労継続支援B型のみは

約203.9円，就労継続B型と就労移行支援を

行っているところは約181.1円であった。

とはいえ，地域特性により活動内容は異なる

と思われるが，例人と社会を一体として捉える

という視点は共通している部分ではないだろう

か。 個人が社会のなかに埋没してしまうのでは

なく，個人は社会的存在でありつつ否定者で

あって，さらに什己を存定することによって共

同体が成立する。個人と共同体は互いに板めて

密接に関係し成長するものであり }I:いに切り

離すことができない一元論的なものである。そ

れと同時に，現代社会において専門分業化が進

展し生活関連施策も開発されてきたとき，社

会関係の主体的側而に着目する機能を持つのは

社会福祉だけなのか， という疑問も持つ。就労

支援を始めると，ハローワークとの関係を取り

結ぶため，支援者は利川者の就職先を求めて'情

報収集や調整に携わるようになる。その際も，

就職先が求める個人の側の条件を踏まえつつ，

主体的に自分の能力を発揮できるような事業所

を探すのである。これな社会開係における利

用者の主体的側面に伝って，一般就労できるよ

うに支援していることに他ならない。

つまり，働くということは，社会生活の中で

大きな位置を占め持続的な行動を生み出すこと

になり，対人関係の形成を学ぶ有ー効な子段であ

る。前述した平均時給額の高低だけで働くこと

に対する立義を論じることはできないが，工賃

アップにつながるプログラムサービスの充実と

それを地域社会と主体的に関係を取り結ぶ障害

者白。:支援は-のあり方が東裂となってくる。

労支援サービスのあり方やその評価)j i1~につい 2. 支援プログラムの充実

て現状を把慢することであった。調査の結果， 就労支援の推進を|苅るためのツールとして，
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高齢・障害者雇用支援機構の就労移行支援のた

めのチェックリスト，障害者職業センターの評

価表などが用いられ，独自で評価項目を作成し

ているところもあった。さらに，施設・事業所

では評価を行わず，ハローワークの職業評価，

障害者職業センターの職業評価なと外部の専

門機関を利用するところもあった。しかし一方

では，施設内の訓練に限界を感じていたり，実

際に就労は難しいと判断し訓練や実習先を開拓

しない，支援の方法が解らないために無理をし

ない，フォローアッフ。が挨拶に終わってしまう

という声も多かった。つまり，施設内で就労移

行に関する支援方法が普遍化しておらず，支援

者側にも指導能力を測る基準が明確になってい

ない。障害者雇用に関する各種情報・ノウハウ

を共有し就労支援機関が共通に利用できる評

価項目の設定が求められる O 就労支援の質の向

上を目指すためにも，プログラムサービスを評

価できる指標を作ることが喫緊の課題と考える。

さらに，工賃アップを目指した支援体制を強化

するには，働くことは一般就労であると直結せ

ず，工賃アップにつながるプログラムサービス

の充実を図りつつ，個々のニーズに応じた知識

と経験を身につけ，社会復帰の課題を果たしな

がらステップアップしていくサービス向上モデ

ルも必要と考える。

3. 支援体制の強化

一般就労への移行後の継続支援について，①

職場:定期的な職場訪問，担当者との電話連

絡，②家庭:家庭訪問，家族との連絡による近

況報告，③専門機関・団体:障害者職業セン

ターによるジョブコーチ支援，ワーカーズグ

ループの紹介，④施設・本人からの相談，施設

行事への参加など，関連機関や社会資源との連

携が重要な要素であることがわかった。また，

関係機関・団体としては，市町村福祉課，ハ

ローワーク，障害者職業センター，就労・生活

支援センター，職業訓練校，保健所，病院社

協，商工会，知的障害者施設，他施設との連

8 

携，シルバ一人材センター， NPO，精神保健ボ

ランティアグループ，支援の会であった。

就労生活を送るということは，社会の一員と

しての存在意義が明確になること，賃金を得る

ことにより経済的に自立すること，職場での人

間関係の関わりから適度な社会的相互援助をお

くること，家族の承認が得られ家庭内の役割が

明確になるなど，継続的な生活のリズムを送る

ことである O そこで，就労生活の安定や維持を

図るには， ジョブコーチ以タトのソーシャルワー

カーが職場環境を作り，フォローアップ体制を

充実させる必要がある O そして，継続的な雇用

に結びつけるための家族や事業所の求めに応じ

た継続支援できる障害者自立支援法を始めとす

る制度・施策を充実するとともに，関係機関・

団体の理解や受入れ能力を高めることが望まれ

るO

4. 今後の課題

地域社会において労働・福祉・産業行政が連

携を強めていきながら，障害者雇用への移行促

進に向けてそれぞれの役割を果たすことが重要

となる。本調査を終えて，障害者自立支援法の

充実を図るための工賃アッフ。への取り組みとし

て次のような課題が見えてきた。

第一に，法制度の課題として，精神障害者の

雇用機会の確保，障害者雇用助成制度の整理，

施設外支援のカウントの問題，フォローアップ

期間の制限など，工賃アップにつなげるための

整備が望まれる。そのとき，支援者側の問題と

して，就労支援を行う人材不足，支援者の動け

る時間の確保，ジョブコーチの配置，労働に関

するスキル不足，個別支援を行うマネージメン

ト力の無さなど，支援者の知識・能力・人員配

置を是正する継続的な支援策が求められる。

第二に，雇用環境という視点では，障害者雇

用の求人がない，精神疾患に対する企業の無理

解，利用者の就労訓練が工賃につながらない，

意欲があっても採用側のレベルに届かない，

オープンにした場合の就労先が少ないという傾



'f.石・障害者自立支援法に基づく就労支援の問題点

向が見受けられた。施設・事業所の設立までの

経緯や地域特性により雇用環境は異なるが，関

係者全員が参両する丁ー賃アップを支えるための

地域ネットワークの創出と・充実を図り，社会の

意識変革につながる働きかけを強化する必要で

ある O

第三に，就労支援のあり方として，障害特性

に応じた仕事を切り出す方法，利m者のニーズ
に合った個別計i曲iの立て方，訓練と就労の問で

ステップアップするためのプログラム，アセス

資料

施設名・事業所名

ご担当者名

メントを凶るためのツールが不十分である。今

後は，就労支援に関する市場経済に立ち向かう

ための知識と技術をテーマにしたOff-JT'O]T 

による実践的な教育プログラムや工賃アップを

サポートするシステムを開発することが成功の

鍵となる。

本研究は，平成19年度障害者保健福祉推進事業

(障符在自立支援調査研究プロジェクト)の一環とし

て実施した研究成果の一部である。

ご連絡先

実施している'fi業および利川定員を教えてください。
(あてはまるものすべてをOで凶み， ( )内に人数をご記入ください。)

①.授産施設(利用定員 人)②悩社丁会場(利肘定員 人)

③就労継続支援事業A型(利問定員 人) ④.就労継続支援B型(利川定員 人)

⑤就労移行支援(利用定員 人)

1・利用1'i'に支払っている平均時給微を教えてください。

平均 円/1時間 (2006年度の平均)

2 :事業内谷について教えてください。(例:パン製造・販売，清掃，部品製造など)

2 -1そのコンセプトザ守色・目的等)を教えてください。(あてはまるものすべてOで
附んでください)

∞環境保護 ③健康志向 ③.官公需 ⑨委託事業 ⑤ーリサイクル ⑥.地産地消

⑦オーガニック ⑨白t:.'F業ぐ9)起業@.高級品志向 ⑩その他
3・4モ業との連携について教えてください。(あてはまるものすべてをOで阿んでください)

①.事業の委託および請負契約等

(2).企業内訓練(企業内授産)

(3).企業からのコンサルテーション

④.企業からの技術支援

⑤その他(

4 :地域との連携の具体的実践について教えてください。

仔U:単身高齢者宅への宅配等を通じて見守りをおこなっているの学校教育現場に出向き

人権教育に協力している。 など

5 :精神障告に対する配慮について教えてください。

例体力に応じた時間数の設定。一般就労を比すえた訓練 など

9 
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6 :貴施設の特徴的な活動，独自性があればご紹介くださいο

※ここからは就労支援に取り組んでいる， もしくは就労移行支援事業に取り組んでいるとこ

ろのみお進みください。

7 :就労支援を開始する前の利用者の能力評価 (i就労移行支援のためのチェヅクリスト』

の活用 独自の作業評価基準を持っているなど)を実施していますか。

7 -1 はい(方法 ) 

7 -2 いいえ(理由

8 :一般就労(雇用)に向けた具体的なプログラム内容を教えてくさい。

例ー持久力・集中力向主のための00000コミュニケーション能力向上のための00
000。など

9・企業との連携について教えてくださいc

9 -1 企業内訓練・職場実習など連携できる企業が ある ない

訓練または就労を見越した企業を開拓する際の方法はどのようにしていますか 9

9 -2 一般就労(雇用)移行後のフォローアップの内容は P

例・家庭訪問・職場訪問・ワーカーズグループ(利用者のセルフヘルプグループ)・

相談など

9 -3.就労支援のために実践しているネットワーキング(地域の他の関連機関や社会資

源との連携)があればその方法を教えてください。

10:過去1年間の一般就労(雇用)への移行の実績は何人ですか P

人

11・就労支援を実践するにあたり課題だと思うことがあればお書きください。

~-~ 

ご協力ありがとうございました。
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